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1. 助 成 金 教育訓練給付金の拡充 

2024 年 10 月から、雇用保険の「教育訓練給付金」が拡充されました。教育訓練給付金は、厚生労働大臣指定の教育訓

練を受講、修了した労働者に、受講費用の一部が雇用保険から支給される制度です。厚生労働省は、拡充により、労働者

の主体的なスキルアップやリスキリングにつながることを期待しています。本稿では、教育訓練給付金の基本的なしくみ

と、今回の拡充のポイントについてお伝えします。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※厚生労働省「教育訓練給付制度」より 

 

１．基本的なしくみ 

教育訓練給付金の対象となる厚生労働大臣の指定訓

練は、約16,000講座もあります。オンライン受講や

夜間・土日受講が可能なものもあり、厚生労働省の検

索システムで探すことができます。 

 

 

約16,000の講座は、レベルや訓練期間、給付手続

きなどの違いにより、「専門実践教育訓練」「特定一般

教育訓練」「一般教育訓練」の３種類の給付金に分か

れます。主な講座は次のようになっています。 
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※厚生労働省「教育訓練給付制度のご案内」より 

     

2. 安全衛生 ストレスチェック義務化の見通し 

従業員へのストレスチェックの実施義務が、現在の「従業員 50 人以上の事業場」から拡大される見通しとなりました。

厚生労働省が今年 11 月 1 日に公表した「ストレスチェック制度等のメンタルヘルス対策に関する検討会」の中間とりま

とめに、「50 人未満の全ての事業場に拡大することが適当」と記載されたためです。拡大の時期などは未定ですが、今か

ら関心をもっておく必要がありそうです。本稿では、ストレスチェックの概要、導入の手順などについて説明します。 
 

 

「専門実践教育訓練」の給付金は、2024年9月30

日以前に受講開始した場合、最大で受講費用の70％

（年間上限56万円）でした。これに対し、2024年10

月1日以降に受講開始し、修了後の賃金が受講開始前

と比べて5％以上アップした場合には、受講費用の

10％（年間上限8万円）が追加支給され、給付率は合

計80％（上限64万円）となります。 

例えば、訓練期間2年間、入学料10万円、6か月ご

との受講料が各40万円で、修了後資格を取得したケー

スを想定します。給付金は、拡充前だと合計112万円

ですが、拡充後は、賃金5％アップの条件を満たせ

ば、さらに16万円が追加され計128万円となります。 

「特定一般教育訓練」の給付金は、2024年9月30

日以前に受講開始した場合、最大で受講費用の40％

（上限20万円）でした。これに対し、2024年10月1

日以降に受講開始し、資格を取得して就職した場合に 

 

 

は、受講費用の10％（上限5万円）が追加支給され、

給付率は合計50％（上限25万円）となります。 

訓練期間3か月、入学料5万円、受講料25万円のケ

ースでは、拡充前の給付金は12万円でしたが、拡充

後は、資格を取得して就職した場合に3万円が追加支

給され、計15万円となります。 

 

３．さいごに 

教育訓練給付を受けるには、雇用保険の加入期間な

ど細かい条件があります。詳しくは、厚生労働省のサ

イトを参考にしてください。 

従業員のスキルアップは、企業にとっても大きな武

器となります。教育訓練給付金について、従業員に積

極的に周知することをお勧めします。ご不明の点は、

ハローワークへお問い合わせください。弊所でも相談

に応じますので、いつでもお声がけください。 

 

 

２．拡充された給付金 

 3種類のうち、「専門実践教育訓練」「特定一般教育 

 

 

訓練」の給付金が、2024年10月から拡充され、給付

率は次のようになりました。 

 

 

１．ストレスチェックの概要 

 ストレスチェックは、ストレスに関する質問票（選

択式）に従業員が答え、その回答を分析することで、

ストレスの状態を調べる簡易検査です。労働安全衛生

法に定められ、2015年12月から、従業員50人以上の

事業場で年1回の実施が義務付けられました。50人未

満の事業場は努力義務にとどまっています。 

 質問票は、①ストレスの原因、②ストレスによる心 

 

 

身の自覚症状、③労働者に対する周囲のサポートの３

項目が含まれていれば、特に指定はありません。厚生

労働省は、同省作成の57項目の質問票を推奨してい

ます。質問票のイメージは次ページをご参照ください。 

回答を分析した結果、ストレスが高いと判断された

従業員から申し出があった場合、企業は、医師の面接

指導を受けさせる義務があります。医師の意見によっ

ては、企業は、仕事を減らすなどの措置を講じます。 
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※厚生労働省「ストレスチェック制度導入ガイド」より 

 

話し合う必要がある事項（主なもの） 

①ストレスチェックは誰に実施させるのか ②ストレスチェックはいつ実施するのか 

③どんな質問票を使ってストレスチェックを実施するのか ④どんな方法でストレスの高い人を選ぶのか 

⑤面接指導の申出は誰にすれば良いのか ⑥面接指導はどの医師に依頼して実施するのか 

⑦集団分析はどんな方法で行うのか ⑧ストレスチェックの結果は誰が、どこに保存するのか 

※厚生労働省「ストレスチェック制度 簡単！導入マニュアル」より 

 

Q & A 
記事の中でちょっと気になる豆知識をご案内。今回は、２ページ目の「ストレスチェック義務化の見通

し」に関連する豆知識をお伝えします。 

 

 

 
      

Q． 
ストレスチェックや面接指導の費用は、事業者が負担すべきものでしょうか、それと

も労働者にも負担させて良いのでしょうか。 

A． 
ストレスチェックおよび面接指導の費用については、法で事業者にストレスチェック 

および面接指導の実施の義務を課している以上、当然、事業者が負担すべきものです。 

 

 

 ストレスチェックの実施には、様々な注意点があり

ます。例えば、ストレスチェックは、医師や保健師な

どの専門家しか実施できません。社長や人事担当者が

行うことはできないのです。高ストレス者への面接指

導を行う医師も確保しなければなりません。また、専

門家が実施したストレスチェックの結果は、従業員の

同意がないと企業側に提供されません。プライバシー

の保護にも注意が必要です。 

 

 

２．導入に向けた準備 

導入に向けた準備も大切です。まず、メンタル不調

の防止のためにストレスチェックを実施する旨の方針

を、全従業員に示します。次に、事業場の衛生委員会

などで実施方法を話し合います。話し合う必要がある

事項は下図をご参照ください。 

決まった内容は、社内規定として明文化し、全労働

者に周知します。 

 

 

 また、ストレスチェック実施の事務担当者（実施事

務従事者）も置きます。実施事務従事者は、ストレス

チェックを実施する医師等をサポートするほか、質問

票の回収、データ入力、結果送付など、個人情報も取

り扱います。さらに、義務ではありませんが、ストレ

スチェック結果の集団分析と、分析結果を踏まえた職

場環境改善も、行うことが望ましいです。これらにつ

いては外部の専門機関に委託することが可能なため、 

 

 

会社の実状に応じて検討しましょう。 

 

３．さいごに 

ストレスチェックは、労働者のメンタル不調の防止

だけでなく、企業にとっても、職場環境の改善につな

がり、労働生産性の向上など経営面のプラス効果が期

待できます。弊所でも、導入に向けたアドバイスを行

いますので、いつでも相談してください。 

 


